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保育士養成課程等め改正について (中間まとめ)[概要]、

平成 22年  3月 24日
保育士養成課程等検討会

保育士養成課程の改正及びそれに伴う保育士試験の見直し等について、保育士養
成課程等検討会を昨年 11月 から木年3月 までの間計6回にわたり開催し検討を行
つてきた。                    .
これまでの議論を踏まえ、保育所保育指針 (以下、「保育指針」という。)の改

定を受け、できる限り早期に改正することが必要な保育士養成課程及び保育士試験
の改正については、「中間まとめ」として、次のとおり取 りまとめを行 うこととし、
今後の制度改革等の動向を踏まえた保育士養成に係る諸問題については、引き続き
検討を行 うこととした。
なお、保育指針の改定を受けた保育士養成課程の改正については、平成23年度

入学生から、保育士試験については、受験者の負担を考慮し、二定の周知期間を設
けて実施する方向で検討すべきである。      .

1 保育士養成課程の改正について (別紙 1)

〇教科日の新設
・ 1保育者諭」 (言‖義2単位)

現行の「保育原理」から保育士の役割と責務、制度的位置づけなどを分
割し、「保育者論」を新設.

・「保育の心理学IJ(講義2単位)、 「保育の心理学Ⅱ」 (演習1単位)

「教育心理学」と「発達心理学」を統合し「保育の心理学」を新設。

。「保育課程諭」 (講義2単位)

保育指針において、保育課程の編成が義務づけられたことを踏まえ、「保
l  育課程論」を新設。

・「保育相談支援」 (演習 1科 目)

現行の「社会福祉援助技術」を分害1し 、「保護者に対する保育指導」を
学ぶ「保育相談支援」を新設。

○教科目の名称の変更等
。「児童福祉」    →「児童家庭福祉」

。「養護原理」

暖 護内容」

→ 「社会的養護」
｀ 「社会的養護内容」
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:ヽ  ・ 「小児保健」   →「子どもの保健 I」 「子どもの保健Ⅱ」

_・ 「小児栄養」    →「子どもの食と栄養」、          `

。「家族援助諭」  →「家庭支援論」

・ 「社会福祉援助技術」→「相談援助」        ′

・ 「基礎技能」   →「保育表現技術」

○単位数の変更
。「保育原理」  4単 位ず 2単位

「保育者論J(2単位)を設置するため、単位数を変更。

・ 「障がい児保育」 1単位→ 2単位

。「保育実習 I」 「保育実習指導」調‐5単位 →「保育実習 1」 4単位
「保育実習指導 I」 .2単位

・選択必修科目である「保育実習Ⅱスは駆]に、「保育実習指導口又はⅢ」
の 1単位を加える。「

○保育実習 1における実習受け入れ施設の範囲や要件の見直し

実習受け入れ施設について、「居住型児壼福祉施設等」での実習を居住型
に限定せず、障害児通所施設等を加える。

2 保育士試験について (別紙2)

保育士養成課程の改正に伴い、所要の改正を行う。
○試験科目の変更

。「小児保健」、「精神保健」→「子どもの保健」
・ 「発達心理学」     →「保育の心理学J

・ 「児童福祉」    1 →「児童家庭福祉」  ヽ

・ 「養護原理」       →「社会的養護」
。「小児栄養」       →「子どもの食と栄養」

○実技試験の分野の統合 (4分 pr・→ 3分野)及び分野名の変更
・ 「言語」、「一般保育」→「言語表現に関する技術」     、
・ 「音楽」       →「音楽表現に関する技術」
。「造形」       →「造形表現に関する技術」    .
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現  行 改 正 案

系 列 教  科  目 11世単位数 R修 11位数 系 列 教  科  目 股肥llt位散 lill_tli位 数

教

■

科

日

列・回PFl(演習)

体育 (講義)

体育 (実技)

その他

2以上

1

1

6以上

1

1

外国″』 (演習)

体育 (:‖義)

14:育 (実技)

その他

2以上

1

■

6以上

1

1

教 美 科 目  計 10以上 8以上 教 羮 科 日  ,ト 10以上 8以上

必
　
　
　
・

修

保育の本llyf

。目的の理解

に関する潤.

ロ

社会福祉 (1‖義)

社会福祉援助技術 倣 習)

児童福‖L(1‖機)

保育原理 (rll雄 )

贅1貨 原理 (a‖義)

教育原刑!(1‖縫)

2

2

2

4

2

2

1114

2

2

2

4

2

2

11・ 】4

保育の本lilt

・ lヨ 山りに1闘 づ
‐

石fl目

保育原理 鶴‖縫)

教育Jlil理 晰 義)

児rlf家庭掘れL(講機)

社会怖11(lF義 )

|口 談援助 〈演習)

社会的養護 (船淮)

保育者綸 (冊農)

2

2

2

1

0113

2

2

2

2

1

2

2

1113

衛l育のl・l象

の11解に関

づ
~る

科日

発達心理学 (3棒義)

教育心理学 (1件農)

小児保健 (1‖機 。実習)

′卜児栄費 (績習)

11‖〕保ltl(3‖機)

家族援助綸 晰 義)

5

2

ll11 5

2

2

5

2

2

2

1115‐

1,アドの対

“

:

の理力年にIV・l

・
,‐ る千llヨ

保育の心理学 I(3路榊

イ1手ドの心11学 ](演習)

子ど1)の 保[L:(1‖ 義)

子`rも
の保彙[1(演習)

子どものFtと ホ美 (演習).

家庭支援輸 (1峰縫)

]

4

1

2

'112

2

1

|:

1

2

2

計 12

保育の内容

・方法の理解

1こ 1闘
―j‐ るril

!]

保了,内 容 (演習)

,L児 1果育 (演習)

障害児保育 (滅・ilil)

養 S螢 内容 (演習)

6

12

1

1

Fl1 0 l:1l o

保子Fの lJ・l容

・方PJIに lV・lり
‐

る手十日

1果 イF靭租陥 (1‖ 鵜)

保市内容総愉 〈ril習 )

保市内容演習 (演習)

,L児 1果育 (演・i17)

瞳がい児保育 (rlil習 )

‖:会的■11内容 (演習)

爆育111談支援 ("〔習)

2

1

5

1

1

Fl・ 14

2

1

5

2

1

1

r「 14
基礎技能 基礎技能 (演 4il) 保市の

表現1支 術

1果子F表現技術 (油習) 4

保育実習 保育実習 (実習) 5 保育実習 保育実習1(■習)

保育実響指導 :(泄習)

4

2

総合演習 総合演習 (演習) 2 2 総合演習 保育実践演習 (演習)

必 修 科 日   '「 50 50 必 修 科 日   11
選

択

必

修

科

日

保育に関する科日

(上記の系列より科日設定)

17以上 8以 上 保育に関→
~る

科日

(上記の系列よりril日 設定)

15以上 6以 上

保
‐
rnF実習]又はIE(実習) 2 保育実習Π又はll(実習)

1果 育実習指導口又は11(演 itun)

2

1

選択 Z、修科目    計 19以上 10以上 選択必修科日    計 18以上 9以上

０
ロ 79以上 68以上 △

ロ 79以上 68以上

(月J静氏1 )

保育士養成課程の改正について

…3-



保育士試験の改正について

1試験科目の見直し

(現 行)

科 目 時間(分 ) 満点

社会福祉 ｎ
υ

児童福祉 10C

発達心理学

情神保健

小児保健 100

小児栄養 100

保育原理 100

教育原理

養護原理 30

保育実習理論 !00

保育実習実技 1● ■廂Hで■める, :OC

分 野

音楽

絵画制作

言 語

一般保育

2実 技試験 (保育実習実技)の分野の見直し

(1)分野の統合

言語、一般保育→言語表現に関する技術

(2)分野名の変更

音楽→音楽表現に関する城術
絵画制作‐浩形表現に関する結締          .

(3)実施方法の変更

(改正前)実施者が4分野から3分野を選択し、受験者がその3分野から2分野を選択。
↓

(改正後)受験者が3分野から2分野を選択。              ｀

(現 行) .       (改 正案)         _

朝J紙 2)  .     
・

分 野

音楽表現に関する枝術

浩形表現に関する技術

言語表現 に関する織術

(改正案)

科 目 時間(分 ) 満点

社会福祉 10C

児斎家庭補 ト 10C

保育の心理学 10〔

子どもの保健 10C

手″+1の・A・ ″誉鼈 60 ハ
υ

保育原理 :OC

教育原理 50

持会的碁請 50

保育実習理論 60 10C

保育実習実技 (● ■府颯で定める, 100

↓　　　　　　↓　　　　　　↓

↓
　

↓
　

　

一
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矢藤誠慈郎  愛知束邦大学教授

山本 敏昭  横浜市子ども青少年局子育て支1愛音ド長

(◎ :座長、O:座長代理 )

(五十音順、敬称略)  ,
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保育士養成課程等の改正について (中間まとめ)

平成 22年 3月 24日 、

保育士養成課程等検討会
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はじめに

本検討会 は、昨年 11月 か ら本年 3月 まで 6回にわた り、保育士養成課程の
改正及びそれに伴う保育士試験の見直し等について検討を行ってきた:  

′

このたび、これまでの議論を踏まえ、以下のとおり取りまとめを行うととも
に、今後の保育士養成課程の方向性について提言したものが本報告書 (中間ま
とめ)である。             '

「中間まとめ」の取りまとめに当たっては、堡育所保育指針 (以下、「保育
指針」という。)、 の改定を受け、できる限り早期に改正することが必要な保育士
養成議程蒸び保育‐た試験の改正に関する内容を第 1部 とし、軟定案を決定した。
また、今後めキJ度改革等の動向を踏まえた保育士拳成における検討課題に関す
る内容を第2部 とし、今後の検討・にうなげることとした。
第1部の保育指針の改定を受けた保育士養成課程の改正については平成23

年度入学生から、保育Jr試験については、受験者の負担を考慮し、二定の周力|

り‖間を設けて実施する方向で検討すべきと考える:

本1食討会における1貪討内容やその結果に基づき、指定保育十養成施設 (以 下
「養成抑設」とぃう)の修業教科日、単位数及び教科日の日1票

・内容並びに履
修方法が改正されることが望まれる。″iた な保育十養成課程が、全国め養成施
設における養成課程に十分に反映されることを期待するとともに、保育十の一
定水準の確保及び専門性の向」コに資するものとなることを願うものである。
なお、本検討会は、今後も適宜、必要に応じてり‖催され、保育十養成等につ

｀

ャてヽ継続的に検討することが必要である。このため、平成21年度における検
討・会での議論を路まえた本報告ilを 「中間まとめ」とした。   ′
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ヽ

(1

第 1部 保育士養成課程及び保育士試験の改正

保育士養成課程の改正について

)改正・見直しの背景

①保育士養成の現状

保育士養成 (平成 13年以前は「保母養成」)は昭和23年の制度開始

以来60年以上の歴史を持つが、近年は保育需要の拡大に伴い、養成施

設が増えている (平成 15年 :415か所、平成21年 :583か所)。

このうち大学が37%t短期大学が45%、 専修学校等が18%と なっ

ており、特に、大学での保育士養成が年々増加している。  ´

養成施設では、毎年約4万 5千人が保育士資格を取得しているが、そ

の約 8害1は幼稚園教諭免許 1種または2種を同時に取得しており、全国

統計では、養成施設を卒業して保育所に勤務する者が約46%、 幼稚園

に勤務する者が約21%と なつてぃる。しかし、、保育Jlの平均勤続年数

は全産業平均に比べ、低い現状にある。また、保育J:資格取得者のうち

現在は保育に従1手 していない者が6o万人以上いると考えられる。

保育士資1各は、養成施設を卒業するほか、保育士試験に合格すること

により取得できる。多様な人材を確保する観点から受験資格が徐々に緩

和されているほか、幼稚園教諭免許取得者には一定の科目が免除されて

いる。なお、保育士試験においては保育1/HL場での実習は課せられていな

レ
｀
.

保育士試験により毎年、約 4,000～ 5,000人が保育士となっており、

試験による資格取得者は全体の約 1割 となつている。|        |

②保育現場の状況 ´

近年、子どもや家庭を取り巻く環境の変化ゃ保護者の就労状況等の多

様化などにより、保育所をはじめ保育現場においては、業務量の拡大や

業務内容の多様化等がもたらされ、保育士の疲弊感が増している等の指

摘がある。      .
また、.児童・家庭問題の多1銀化、複雑化に対応するため、保育士の専

門性の向上や保育所の組織的対応、地域の関係機関との連携等が必要と

なつている。さらに、保育現場における教育的機能や子どもの発達保障
への期待が高まるとともに、次世代育成支援の観点から中学生、高校生

などの体験学習等も進んでおり、様々な場面で、保育士の専門性の向上
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'が求められてぃるも

このような保育tの専門性の向■のための研修は、自治体や保育団体
などにより数多く実施されているが、任意の参加であり、研修の制度化
は図らオЪていない。

(2)改正の経緯    
｀

①保育所保育指針の改定

保育士養成課程の見直しは、これまでも保育1指針の改定を受け、そあ
翌年に行われてきたが、今回は4寺 に、保育指針の告示化に伴い、そのlJNl

容を十分に踏まえた養成課程の見直しが必要となつた。
新たな保育1指夕1‐ は、保育所の役害1や機能を叩確にし、保育所.が地j或に

おける保育の専F月機関として社会的責任を果たすことを集めている。ま
た、子どもの保育と保護者支援を担う保育十の専門性の1詢 上、養護と教
育を一体的に行う保育の特性、保育課程の編成ゃ自己評fllliに よる保育の
改善等の視点を踏まえ、保育所における保育のPIの向上をめざし改定さ
オしているものである。             '
なお、lZ成 15年に改正された児1に福4L法

~18条
の4において、保育士

|■ 「児1[の保育及び児童の保護者に対する保育に出する指導を行う」と
され、,こ のことが、保育指針の改定の内容にも反映されている。   1

②保育所における質の向上のためのアクションプログラム
保育指針の告示と同時に策定された「保育所における質の向上のため

,の ァクションプログラム」は、国及び地方公共団体において、今後取り
組んでぃくことが必要な保育施策を一体的・計画的に推進するためのプ
ログラムであり、各保育所における保育の質の向上につなげていく取組
が必要であるとしている。

この中で「国は、保育士が保育現場で求められる多様な課題に対応そ
きるようにするため、保育士の専門性を高めるための資1各ゃ養成の在り
方の見直しについて検討する」としている。((3)保育士等の資質・専
門性の向上一③)       .

③保育サービスの質に関する調査研究
平成 18年度～平成20年度にわたり厚生労働科学研究 (政策科学総

合研究事業)において、「保育サービスの質に関する調査・研究」(主任
研究者 :大嶋恭二教授)力 行ゞわれた。3年間IFわ たる本研究により、保
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,育士養成課程の課題や問題点が明らかにされるとともに、複数の養成課

程改正案が具体的に示された。また、保育士養成の在り方や今後の展望

などにういても述べられた。

④社会保障審議会少子化対策特別部会

平成 21年 2月 にとりまとめられた「社会保障審議会少子化対策特別

部会第一次報告一次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向け

て一」において、現行の保育制度の課題の一つとして、保育所の質の向

上をあげている。そして、このためには、保育士の量・質の確保や計画

的な養成等が欠かせないとしている。さらに、保育士等が、実務経験と

りF修受講を通じてステップアップする仕組みについて、詳細を検討する

としている。

(3)改正に当たつての基本的考え方    ｀

、① 保育指針の改定の内容及び改定。見直しの背景を踏まえ、保育士養成

や保育現場における諸課題に対応すべく保育士養成課程等の見直しを行

1う 。その際、保育現場の実践や保育士の専Fl性を十分に踏まえた内容と

づ
~る

。

② 保育現場の実情を踏まえ、実践力や応用力をもつた保育士を養成する

ため、実習や実習指導の充実を図り、より効果的な保育実習にすること

が必要である。また、養成施設の増加に伴い、居住型児童福祉施設等に

おける実習受け入れ施設の確保がたい、ん難しくなつている実情を踏ま

え,、 実習受け入れ施設の範囲や要件を見直す」

③ 保育士養成課程における設置単位数及び履修単位数は、保育士に求

められる多様な専P電性のうち、必須となる教科目を1青選し、本改定では、ヽ

2年制の課程を想定することを基本とする。このため、現行どおり設置単

位数79以上、総履修単位数は68とする。

④ 養成課程は現行どおり、教科目を示し、それぞれの教科日について日

標、内容を示すこととし、日標は5項 目前後、内容は日標に沿つた大項

目の下に小項目を3～ 5項 日程度たてることを基本とする。なお、日標

の記述は、学ぶ側を主体とした書き方に改める。
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(4)改正の内容

①教科日の配列

必修科目が6つの系列から構成さオЪることは、現行どおりであるが(

このうち、「保育の本質 ,目 的の理1子 に関する科目」を「保育の本質 。日
的に関する科日」とし、学びの観点を明確にする。同様に、「保育の内容・
方法の理解に関する科日」を「保育の内容・方法に関する科目」と改め
る。また、「去L礎 1支能」は、子どもの表現を広くとらえながら、子どもの
活動や遊びを促していくために「保育の表現技術」と改める。

またt各系夕1にある教科日の画ご列順序を精査し、二部変更する。

②教科日の新設                     '
・「保育者論」(講義 2単位)

現行の「保育原理」に含まれていた保育十の役割と責務、市1度的位・
置づけt及び多様な専F電性をもった保育者 (看護ni・ 栄養十等)と の
協働などについて学ぶことが1≧要でぁるため、「保育者論」を新設する。
特に、児並福祉法第 ]8条の4における保育七の定義や、保育T「に求
められる今目的課題などを踏まえ、子どもの保育と保護者支援を担う1保
育十の専Fl性にっぃて学ぶ準|・ 日とする。

・「保育の心111学 l」 (言‖義2単位)、
「保育の心川:学 Ⅱ」(演習 1単位)

保育との関連で子どもの発達の過程や学びの過程について学ぶこと
が重要であるため、「教育心理!学」と「発達心川:学」を統合し「保育の
心理学」を新設する。1寺に、Πのり〔習では、観察等を通して子どもの
心身の状態や行動等を1電 1屋する技術を高め、子ども」!解に基づく適切
な発達援助を行う実践力を修得できるようにすることが必要である。

・「保育課程論」(講義 2単位)

保育指針において、保育課程の編成が義務づけられたことや、保育
課程を中心として、計画・実践・省察・評価・改善というサィクルを
進めていくことが保育にとって重要であることを踏まえ、「保育課程
論」を新設する。

・「保育相談支援」(演習1科 日)

保育士の「保護者に対する保育に関する指導」(児童福祉法第 18条
の4)について具体的に学ぶこと谷重要であるため、「保育相談支援」
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を新設する。保育指針第6章の内容を踏まえ、保育実践に活用され、

応用される相談支援の内容と方法を学ぶ。その際t「相談援助」
'、 「家庭

.支 援論」等の科目との関連性や整合性に配慮することが必要である。

③教科日の名称の変更等
。「児童福祉」を「児童家庭福祉」とする。

｀

児童福祉の増進とともに、児童の家庭を含めて支援する体制や仕組

みが必要となっていることを踏まえ、変更する。  ,

,「養護原理」「養護内容」を「社会的養護」、「社会的養護内容」とする。

社会的養護の名称が浸透していることや社会的養護の重要性を踏ま

え、変更する。

・「小児保健」を「子どもの保健 I」 「子どもの保健ⅡJと する。

保育現場において、子ども一人一人の心身の状態や発達の過程を踏

まえ保健的対応を行うことや、子ども集団全体の健康と安全を考える

こと等の重要性にかんがみ、「子どもの保健」とする。また、子どもの

心身の健康について総合的に理解することが重要であるため、現行の
「

1青神保健」を含む内容とする。

なお、「児童」と「子ども」の使い分けについては、法令等との関わ

りが深い「保育の本質 。目的に関する科日」の系列においては庭本的

に「児童」とし、他の系列では、子どもとの関わりや保育実践との関

連が強いため、広く社会的に浸透している「子ども」を基本とする:

。「小児栄養」を「子どもの食と栄養」とする。

保育現場において、子ども一人二人の心身の状態や発達過程を路ま

え(子 どもの食にかかわる保育実践を行うことや、子ども集団全体の

食事と栄養について理解することが重要であるため、「子どもの食と栄

養」とする。また、栄養に関する基本的理解に基づく子どもや家庭ヘ

の栄養指導や食育の重要性を十分踏まえることとする。

:「家族援助論」を「家庭支援論」とする。

家庭、地域などを視EIPに入れた支援のあり方や支援体制について理

解することが必要となっているため、変更する。 |

・「社会福祉援助技術」を「相談援助」とする6  ´
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社会福祉士等の養成等においてt「社会福祉援助技術」が「相談援助J

に改められたことを踏まえるとともに、保育との関連で相談援助の内
容や方法について学ぶことが重要であるため「相談援助」に変更する。

・「基礎技能」を「保育表現技術」とする。
子どもの表現を広く捉え、子ども自らの経験や周囲の環境との欄わ・

りを様夕な表現活動や遊びを通して展開していくことが重要であるこ
とヽを踏また、このような子どもの表現に係る保育士の保育技術を修得
する教科として「保育表現技術」に名称を変更する。     ~
また、現行の「基礎技能」の内容にある音楽、造形、体育を、音楽

表現、造形表現、身体表現、言語表現とするが、これらに関する表現
技術を保育との関連で修得できるようにすることが必要である。

④教科日の移行
.

・「発達心J〕憎学」「教育心理L学」の内容は、「保育の心馴!学 IIn」 を中心
に「教育原理」「保育原理!」

「障がい児保育」等に移行する.

「精神保健Jの内容は、「子どもの保健 I」 を中′いに
「児壷家庭福れL」 「障がい児保育」等に移行する。

「子どもの保健 ri」

'・ 「保育内容」を、「保育内容総論」と「保育内容演習」に分ける。
保育内容の全体的な構造や総体を瑚!解 した上で、養護と教育にかか

る領域等について学ぶことが必要であるため、総論と内容演習の教準|

日を設定する。

⑤単位数の変更
。「保育原理l」 の内容の一部を新設の「保育者論」の内容とすることに伴
い、現行「保育原理」4単位を2単位とする。

。「
畔がい児保育」 1単位を2単位にする。

保育現場における障がいのある子どもの増加や障がいの多様化など
を踏まえ、より専門的な学習が必要となつてしヽる。1寺に発達障がい及
びその疑いのある子どもや保護者への支塚を含め、保育現場での適助
な対応を修得するため、単位数を増やす。

。「保育実習 I」 「保育実習指導」計5単位を「保育実習 I」 4単位と「保
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育実習指導 I」 2単位とする。また、選択必修科目である「保育実習

Ⅱ又はⅢ」にも「保育実習指導耳又はⅢ」の 1単位を加える。       、

保育実習における事前事後指導の充実により実習による学びを強化 .  (
させ、効果的学習を行うことができるようにするため、 3回の保育実

習のそれぞれに実習指導を行うこととする。

⑥保育実習 Iにおける実習受け入れ施設の範囲や要件の見直し        ｀

養成施設の1曽加に伴う学生の増加や居住型児童福祉施設の減少と通所  
｀

型児童福祉施設が増加 している状況、また、地域における通所型児童福

祉施設で学ぶことの意義などを踏まえ、保育実習 Iにおける「居住型児

童福祉施設等」での実習を居住型に限定せず、障害児通所施設等を含め

ることにする。

なお、養成施設においては、居住型児童福祉施設等への就職を希望す

る学生に対し、居住型施設での実習が可能となるよう配慮することが必

要である。  :

以上の内容を踏まえ、保育士養成課程案及び教科目の日1票・内容の改正案を

別紙 1及び 2の とおり策定した。 ´

2.保育士試験について

(1)見直し・改正の基本的考え方

① l保育士養成課程の改正案を「保育士試験出題範囲」に反映させる。す

なわち、養成課程の科目名の変更に伴いて試験科目名を変更する。また、

養成課程の「目標」を保育士試験の「出題の基本方針」に、「内容」を「出

題範囲」に反映させるとともに、教科日間の関連性等については、「出題

上の留意事項」の記載において配慮する。

② 養成課程の教科日のうち試験科目にない科目について配慮する必要が

あるが、試験科日としては現行以上に増やさないようにする。

③ 多様な人材の確保など、保育士試験が果たしてきた一定の役割を考慮
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する必要がある。一方t保育実習が行われないことなどをF・

76ま え、実技
試験等において、保育実践力や応用力を問う内容にするなどの配慮が必
要である。

(2)i保育士試験の改正の内容

①試験科日の変更

・「現行の「小児保健」と「精神保健」を統合し、「子どもの保健」とす
る。このため、試験科目が一つ減少するも

・「発達心理l学」を「保育の心]馴!学」に変更する。また、養成課程の「保
育の心理学」の教科日の重要性にかんがみ、得点配分を考慮する:

「児童福祉」は「児ilt家庭福布L」 に、「養護原理」は「社会的養護」に、
「小児栄養」は「子どもの食と栄養」に、

.そ
れぞれ養成訓:程の教科日

″:にそ|ろ える。                         ,

②実技試験 (B保育実習実技)の変更    ‐

・現行の「4.一般保育」は、他の分野↑の統合が可能であることから、
実技試験の分野から削除する。このため、試験実施者が4分野から3

分野を選択して実施することを改め、3分野での実施とする。

・現行の試験分野の lの 「音楽」は「音楽表現に関する技術」、 2の 「絵
画制作」は「造形表現に関する技術」(3の 「言葉」は「言語表現に関
する技術」としt養成訓:程における「`保育表現技術」の内容との関連
性を持たせる。また、現行にある「特定課題」「自由課題」を「課題」
に集約する。

以上の内容を踏まえ、保育士試験の改正案を別紙3の とおり策定した。

31保育士養成課程及び保育十試験の改正の内容の周知・伝i韮

(1)保育士養成課程の改正の趣旨・内容が、平成23年度からの実施を目
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‐ 指し、関係者に十分理解されるよう、様々な方法で周知していくことが

必要である。特に、養成施設の教員を対象とした研修の実施や各自治体

の担当者に対する十分な周知が必要である。また、保育現場への伝達及

び普及を図りt保育実践の場において養成課程の内容等にういて、今後、

検証されていくことが望まれぅ。

(2)養成施設においては、保育士養成課程の改正を踏まえた識義・演習内

容等の見直しを行い、特に新設科目については、関係者で協議するなど

め工夫が必要である。また、保育現場との一j画 の連携・協力が図られる

ことが求められる。

(3)保育士試験の改正内容についても、1栄々な方法で広く周知するととも

に、現行の試験から改正後の試験への移行やその時期について、できる

だけ受験者の不利益とならないよう配慮することが必要である。

(4)保育士試験を実施する者、試験問題の作成に関わる者合の改正の趣旨

`や内容の周知・伝達はもとより、保育士試験の一定のレベルの確保と試

験の公平性を保つために関係者による1協議等が求められる。
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第 2部 保育士養成課程等における今後の検討課題

1.保育の専門性の構築と保育士のキャリアアップ        _

(1)今 日、保育士が保育現場で直西する多様な課題に適切に対応し、子ど

もの保育と保護者支援を確実に担っていくためには、より高い専門性が
求められる。その際、保育士に必要とされる夫Π識・技術・判断力等を明
らかにしながら、養成課程や現任研修、保育り「究等の充実を図ることか
必要であり、保育士の専P]性の構築やその検証もこうした取組を通して
行われていくことが望まれる。

(2)第 1部では、当面、 2年制の課程を想定すること|を基本 として、保育
士養成課程の改FE案を示 したが、保育

-lrの
専llll性 の構築と質の向_Lの た

めには、保育士養成や保育 L資格ゅ在り方を見「:[す ことが必要である。
そのためにも、4年制課程や大学院での学びなど専門1生の更なる向上を
視野に入れた養成41限や|コ 家試験の実施の要否等について検討すること
が必要である。

(3)'保育JIがゃりがいを感じながらt.1子来にわたって働き続けられるよう
にすることにより、保育現場におけぅ質の高い人材を安定的に確保し、
その定着を促進 していくことが

`と

、要である。そのためにも、保育十が日
標をもつてキャリアア ップをめざすことのできる仕剤lみについて1貪 詞

:し

ていく:ビ、要がある。

(4)保育現場の組織性を高め、保育十のキャリアアィプを図るためにも、
保育11の専門性に伴う業務内容やその範IШ等にっいて検討することが必
要と考えられる。主任保育士の位置づけや新人、中堅、ベテジンの役害1

及び業務内容について全国で一定程度、共通の認識を1寺てるようにし、
その制度的位置づけも含め検討することや、保育士が長期的見通しをも
って、.自 身の資質を向上させてぃけるような仕組みが必要である。

(5)養成施設での基本的な学習の上に、現任研修が重ねられていくことが
望まれる。特に、保育士の研修体系に基づく研修の計画的実施と、研修
の受講が評価されること等によリステシプァップしてぃくことで、保育‐Lの専門性の向上が期待される。このような仕組みが制度化されていく
ことが望ましい。また、受講者?主体的取組が尊重される多様な研修方
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法や研修形態により、効果的な学びとする等の工夫も検討すべきである。

(6)保育の特性や保育十の専門性に根ざした保育実践を明確にしていくこ

とが重要である:そのためにも、幼稚園教諭、看護師、保健師、栄養士、

社会福祉士等、保育と関連する様々な職種の業務内容や専門性との関連
で保育士の業務を提えることが必要である。     i

(7)近年、世界の潮流は幼児教育の振興にあり、保育や幼児教育を担う者
の質の向上やその評価に関心が高まつている。特に、遊びや環境を通し

て子どもの学びを促し、深めていくことや、子どもを観察するための知

識や技術、保育の環境を構成することについての専門性等を持つことが

重要であり、
′
保育士の養成の方法等について、さらに検討する必要があ

る。   ~

2.養成施設の質の確保と向上

(1)養成施設の教員の質を1■保するために、教員の資格要件の内容や資格

審査について検討する必要もあると考えられる。特に、養成施設の急増
や保育士養成Lニス:の新設に伴い、教員の確保が課題となっており、そ
の質の低下が懸念される。養成施設教員の研修の義務付けゃ研究等への
参画が求められる。

(2)養成施設において、保育IJ=が その専門性や経験を生かし養成に携わる

ことが重要であることから、保育士資格のある者(保育現場での保育経

験がある者を教員として配置するなど、保育の専門性を有する教員の確

保とその育成を視野に入れることが必要である。このために、見通しを

持つて養成施設の教員を育成する必要がある。         |

(3)養成施設間の連携を図りt特に、地域における保育に関わる課題等に

ついて協議したり、関係者が集う場を設けたりしながら、地域の子育て

力の向上や児童福祉の推進に養成施設がかかわり、関係機関や地域社会

との協働を1莫索していくこともf大切である。

3.養成施設と保育現場等との連携
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(1)養成課程における保育実習の位置づけを高め、より効果的な実書とす
るためには、養成施設と実習受け入れ施設との連携が欠かせない。保育

‐
実習先における

´
教員の訪問指導の充実や学生、保育士、教員による一定

の時間の話し合い等の実施により
1旧
互理解が図られることが重要でぁり、

実習評佃iの基準を保育十の1協力により策定するなどの工夫も検討すべき
である。なお、その際、受け入れ施設や保育士の負担増について、二

定
の配慮 も必要であるど

(2)今後は、保育実習の長期化やインターンンップなども視野にいれた検
.討が望まれる。学生の保育現場への継続的かかわりによる実践力1の獲得
は、就職へのモチベーションを高めることにもつながると考えられる:

(3)養成施設の教員と保育lL等の協働による実践研究が進められることに
より、双方の質の向上と専lllll」 lυ)確立が促oれる。保育に関する理論と
実践を結び付けていくことゃ、保育十の実践知を共有していくことによ
り保育内容の充実や養成課程における教FI・内容の充実を|ヌ|う ていくこと

‐が必 要である。                 '

(4)養り戎施設、保育所、行政の|″働により保育十の現任イリl修運営1協議会が
設けられくり「修会が実施されている1也域もある。養成施設と保育所等児
童福れL施設が相互に連1り与しながら研修の質の向 Lを図っていくためには
有効であり、このようなイリ「修の実施方法やその工夫・訓:価等を含め、検
討 してい くことが必要である。        .

(5)養成施設の教員と保育士、幼稚田。小学校教諭、看護mi・ 保健師、医
師等との協働は、地j或 における子どもの健全育成や保護者の子育て支援
に直結するため、養成施設の教員がより社会性をもつて、地域社会の様々

な人や場、関係機関等と連携していくことが重要であり、保育や子育て
に関わるネットワこクの形成について検討する必要がある。

本検討会において、以上のような意見が活発に出され、保育士養成の在り方
について様々な論議が展開された。

しかし、本検討会は、限られた期間のなか、保育士養成課程及び保育士試験
の改正について検討を行つたものであり、多岐にわたる課題について、十分に
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検討されたとはいえない。例えば、4年制保育士課程の創設や保育士試験の在

り方、保育士のキャリアアシプ等についての論議は不十分であり、残された課

題も多い。

保育の制度改革の議論においては、保育をめぐる社会的状況、保育士のおか

れた現状を踏まえ、その専門性、質の向上のための方策が課題の一つとされて

いるところである。したがつて、保育士養成に係る諸課題については、この議

論を踏まえつつ、本中間まとめを発展させる形で、引き続き、1幅広く検討を行

う必要があると考える6
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